
6 86 8

国税のあら まし国税のあら まし

※　 直接税  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・   所得税や法人税のよ う に、 税金を 負担する 方が、 国や地方公共団体に直接そ

の税を納める 税金をいいま す。

※　 間接税  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・   消費税や酒税のよ う に、 実質的に税金を 負担する 方（ 消費者） と 、 それを 納

める 方（ 製造者、 事業者など ） が異なる 税金をいいま す。

　

直　

接　

税　

　

国　

税　

　

間　

接　

税　

所得税 …………… １ 月１ 日から 12月31日ま での１ 年間に生じ た個人の所得に対

し て課税さ れま す。

復興特別所得税 … 所得税の税額をも と に課税さ れま す。

相続税 …………… 相続又は遺贈によ り 財産を取得し たと き に課税さ れま す。

贈与税 …………… 個人から 財産を 無償又は通常の価額よ り 低い対価で取得し た

と き に課税さ れま す。

法人税 …………… 法人の各事業年度の所得などに対し て課税さ れま す。

地方法人税 ……… 法人税の税額をも と に課税さ れま す。

特別法人事業税 … 法人事業税（ 県税） の一部を分離し、 法人事業税と 併せて県に

申告納付します。

なお、 令和元年10月１ 日以後に開始する事業年度から、 適用と

なっています。

消費税 …………… 事 業者の販売する 商品やサービ ス の提供及び輸入貨物に対し

て課税さ れま す。

地方消費税 ……… 消費税の税額をも と に課税さ れま す。

酒税 ……………… 酒やビ ールなど の酒類（ アルコ ール分１ ％以上）を製造場から

出荷し たと き 又は輸入し たと き に課税さ れま す。

揮発油税･地方揮発油税 … ガソ リ ンなどに対し て課税さ れま す。

石油ガス税 ……… 自動車用のプロ パンガス に対し て課税さ れま す。

石油石炭税 ……… 原油、天然ガス 、輸入石油製品及び石炭に対し て課税さ れま す。

航空機燃料税 …… 航空機燃料に課税さ れま す。

関税 ……………… 輸入貨物に対し て課税さ れま す。

印紙税 …………… 契約書、 手形、 領収書、 預貯金証書など の課税文書を 作成し

たと き に課税さ れま す。

登録免許税 ……… 不動産、 会社など の登記や著作権、 出版権など の登録など を

する と き に課税さ れま す。

自動車重量税 …… 車検を受ける 自動車及び使用の届出をする 軽自動車に課税さ

れま す。

電源開発促進税 … 一般電気事業者の販売電気に課税さ れま す。

たばこ 税･たばこ 特別税 … たばこ を製造場から 出荷し たと き 又は輸入し たと き に課税さ

れま す。

国際観光旅客税 … 船舶又は航空会社がチケッ ト 代金に上乗せする 等の方法で、

日本から 出国する 旅客に対し 課税さ れま す。
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◎ 前ページの国税のう ち、 所得税、 復興特別所得税、 法人税、 復興特別法人税、 相続税、 贈与税、 消

費税についてご紹介し ま す。 なお、 各税目の詳細は、 国税庁ホームページをご覧いただく か、 お近く

の税務署にお問い合わせく ださ い（ 61ページ参照）。

　 所得の種類及び基本的な計算方法は市民税と 同じ ですので、 10・ 11ページをご参照く ださ い。

所得税

　 所得税は、 個人が 1 月 1 日から 12月31日ま での 1 年間に生じ たすべての所得の金額（ 収入金額から そ

の収入を得る ために直接要し た経費（ 必要経費） の額を差し 引いたも の） に対し て課税さ れる 税金です。

その人の 1 年間の所得の金額から 所得控除を差し 引いた課税所得金額に税率を乗じ て税額を計算し ま す。

　 なお、 所得控除の種類は寄附金控除を 除き 市民税と 同じ ですが（ 12 ～ 14ページ参照）、 控除の金額は

異なり ま す。

　 税率は、 所得が多く なる にし たがって段階的に税率が高く なる 超過累進税率と なっ ていて、 納税者が

その担税力に応じ て公平に税を負担する 仕組みと なっていま す。

（ 所得税額の計算）

各種所得金額

の合計金額　  －

所得から 差し

引かれる金額　

（ 所得控除の額）
 × 税率  ＝ 

所得税額

源泉徴収税額や住宅借入金等特別　
控除額など税金から 差し 引かれる

金額を差し 引いて納付し ます。

復興特別所得税

　 個人の方の平成25年から 平成49年ま での各年分の確定申告については、 所得税と 復興特別所得税を併せ

て申告する こ と と なり 、 所得税を納める 義務のある 方は、 復興特別所得税も 併せて納める 必要があり ま す。

　 なお、 給与所得者の方は、 平成25年 1 月 1 日以降に支払を 受ける 給与等から 復興特別所得税が源泉徴

収さ れる こ と と なり ま す。

（ 復興特別所得税額の計算）

基準所得税額  × 2 .1％  ＝ 復興特別所得税額

　 法人税の申告は、 法人が毎期作成する 決算に基づいて行いま す。

法人税

　 法人税は、 株式会社など の法人の所得や、 公益法人等ま たは人格のない社団等の収益事業に係る 所得

に対し て課税さ れる 税金です。

　 法人税の所得の金額は、 企業会計上の決算利益の金額に、 税法の規定に基づく 調整を 行って計算し ま

　 。 こ の法人税の所得の金額に税率を乗じ て税額を計算し ま す。

　 原則と し て法人は、 欠損によ り 税額が発生し なく ても 、 ある いは休業中であっても 、 法人税の申告を

 

◎　 前ページの国税のう ち、 所得税、 復興特別所得税、 法人税、 地方法人税、 相続税、 贈与税、 消費税

及び地方消費税についてご紹介し ます。 なお、 各税目の詳細は、 国税庁ホーム ページを ご覧いただ

く か、 お近く の税務署にお問い合わせく ださ い（ 73ページ参照）。

■所得税

　 所得税は、 個人が１ 月１ 日から 12月31日ま での１ 年間に生じ た全ての所得の金額（ 収入金額から その収

入を得る ために直接要し た経費（ 必要経費）の額を差し 引いたも の）に対し て課税さ れる 税金です。 その人

の１ 年間の所得の金額から 所得控除を差し 引いた課税所得金額に税率を乗じ て税額を計算し ま す。

　 所得の種類及び基本的な計算方法は市民税と 同じ ですので、 10～12ページをご参照く ださ い。

　 なお、 所得控除の種類は寄附金控除を除き 市民税と 同じ ですが（ 12～15ページ参照）、 控除の金額は異

なり ま す。

　 税率は、 所得が多く なる にし たがっ て段階的に税率が高く なる 超過累進税率と なっ ていて、 納税者が

その担税力に応じ て公平に税を負担する 仕組みと なっていま す。

■復興特別所得税

　 個人の方の平成25年から 令和19年ま での各年分の確定申告については、 所得税と 復興特別所得税を併せ

て申告する こ と と なり 、 所得税を納める 義務のある 方は、 復興特別所得税も 併せて納める 必要があり ま す。

　 なお、 給与所得者の方は、 平成25年１ 月１ 日以降に支払を 受ける 給与等から 復興特別所得税が源泉徴

収さ れま す。

 － ＝ 課税遺産総額
各人の課税価格の
合計額　 　 　

基礎控除額

3 ,000万円＋（ 600万円×法定相続人の数）

※　 相続時精算課税の適用を 受けた方は、 相続財産など を 取得し なかっ た場合であっ ても 、 相続時精

算課税の適用を 受けた財産を 相続や遺贈によ っ て取得し たも のと みなされ、 贈与の時の価額で相続

し 、 税の課税価格に参入さ れる こ と になり ま す。

■相続税

　 相続税は、 各相続人等が相続や遺贈によ って取得し た財産（ 債務及び葬式費用の金額を控除し 、 相続開

始前３ 年以内の暦年課税の贈与財産の価額を加算し ま す。） 及び相続時精算課税の適用を受けた財産の価額

の合計額が基礎控除額を超える 場合に、 取得し た財産の価額をも と に相続財産などを取得し た方に課税さ

れる 税金です。

（ 相続税額の計算）
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× ＝

・
・

・

・
・

・

・
・

・
課税遺産総額

あん分し た
課税遺産額法定相続分

であん分

あん分し た課税
遺産額に対する
税率

あん分し た課税
遺産額に対する
相続税額

（ 合　 計）

相続税額
■贈与税

　 贈与税は、 個人から 贈与によ って財産をも ら った方に課税さ れる 税金です。

　 贈与税額の計算は、 暦年課税、 相続時精算課税（ 60歳以上の父母又は祖父母から その推定相続人である

18歳以上の子又は孫が、 受けた贈与について選択でき ま す。）の、 いずれの適用を受ける かで異なり ま す。

（「 暦年課税」 の適用を受ける場合の贈与税額の計算）

企業会計上の　

決算利益の金額
法人税法の　 　

規定による調整
税率 法人税額

■地方法人税

　 平成26年10月１ 日以後に開始する 課税事業年度から 、 法人税の納税義務のある 法人は、 地方法人税申

告書の提出が必要と なり ま す。

■法人税

　 法人税は、 株式会社などの法人の所得や、 公益法人等又は人格のない社団等の収益事業に係る 所得に対

し て課税さ れる 税金です。

　 法人税の申告は、 法人が毎期作成する 決算に基づいて行いま す。

　 法人税の所得の金額は、企業会計上の決算利益の金額に、税法の規定に基づく 調整を行って計算し ま す。 　

　 こ の法人税の所得の金額に税率を乗じ て税額を計算し ま す。

　 原則と し て法人は、 欠損によ り 税額が発生し なく ても 、 ある いは休業中であっても 、 法人税の申告を し

なければなり ま せん。

（ 法人税額の計算）

 － 
基礎控除額

110万円

1 月 1 ら 12月31日

まで 年間に贈与を受

た財産の合計

相続時精算課税

特別控除

（ 限度額2,

日 か

の 1 け

額

の
額

500万円）

× 

 －  － × 
20％

税率
＝ 贈与税額

税率 贈与税額＝ 

基礎控除額
110万円

「 相続時精算課税」 の適用を受ける場合の贈与税額の計算）（

 ＋　 　 　 －  × ＝ 又は

特定の贈与者から
１ 年間に受けた贈
与財産の価額の合
計額
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課税標準法人税額  ×  ＝ 

　   

（ 相続税額の計算）

精算課税の適用を 受けた財産を 相続や遺贈によ っ て取得し たも のと みなさ れ、 贈与の時の価額で

相続税の課税価格に算入さ れる こ と になり ま す。

開始前 3 年以内の暦年課税の贈与財産の価額を 加算し ま す。） 及び相続時精算課税の適用を 受けた財産

の価額の合計額が基礎控除額を 超える 場合に、 取得し た財産の価額をも と に相続財産など を 取得し た方

に課税さ れる 税金です。

　（ 注 ） 相続時精算課税の適用を 受けた方は、 相続財産など を 取得し なかっ た場合であっ ても 、 相続時

■消費税及び地方消費税

　 消費税は、 消費一般に広く 公平に課税する 間接税です。 国内における 商品の販売やサービ ス の提供

など を 課税対象と し 、 取引の各段階ごと に標準税率10％（ う ち2.2％は地方消費税）、 軽減税率８ ％（ う ち 

1.76％は地方消費税）の税率で課税さ れる 税金です。

　 消費税は納税義務者と なる 事業者が納めま すが、 事業者が販売する 商品の価格や提供する サービ スの

代金には消費税が含ま れて、 次々と 転嫁さ れ、 最終的に商品を 消費又はサービ ス の提供を 受ける 消費者

が負担する こ と と なり ます。 各取引段階で二重三重に税がかかる こ と のないよう 、 税が累積し ない仕組

みが採ら れていま す。

（ 消費税及び地方消費税の負担と 流れ）

消 費 者

支払総額（ 税込）

110 ,000円

小売業者

売上げ100,000円

消費税③10 ,000円

仕入れ 70 ,000円

消費税②7,000円

卸売業者

売上げ 70 ,000円

消費税②7,000円

仕入れ 50 ,000円

消費税①5,000円

製造業者

売上げ 50 ,000円

消費税①5,000円

消費者が負担

し た消費税　

10 ,000円

各事業者が納付

し た消費税の　

合計Ａ ＋Ｂ ＋Ｃ

納付税額C

③－②＝3,000円

納付税額Ｂ

②－①＝2,000円

納付税額Ａ

①＝ 5,000 円

申告・ 納税 申告・ 納税 申告・ 納税

～消費税率の引上げと 消費税の軽減税率制度について～
　 令和元年10月１ 日から 、 消費税及び地方消費税の税率が８ ％から 10％に引き 上げら れる の

と 同時に、 消費税の軽減税率制度が実施さ れま し た。

●消費税率について

区分 軽減税率 標準税率

消費税率 6.24％ 7.8%

地方消費税率 1.76％＊ 2.2% ＊

合計税率 8.0％ 10.0%

＊地方消費税額は、 消費税額の22/78 です。

●軽減税率制度について

　 対象品目　 酒類・ 外食を除く 飲食料品、 週２ 回以上発行される新聞（ 定期購読契約に基づくもの）など

（ 地方法人税額の計算）

税率* 地方法人税額

　 ＊ 令和元年10月１ 日前に開始し た課税事業年度 4.4％

　 　  令和元年10月１ 日以後に開始する 課税事業年度 10.3％
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（消費税額の計算）

＝ －

＊消費税額は、税率ごとに区分して計算する必要があります。

消費税額
課税売上げに

係る消費税額＊

（売上税額）

課税仕入れ等に

係る消費税額＊

（仕入税額）

仕入税額控除

●適格請求書等保存方式（ イ ンボイ ス制度）の導入

　 仕入税額控除の方式と し て、令和５ 年10月１ 日から「 適格請求書等保存方式」（ いわゆる イ ンボイ ス制度）

が導入さ れま し た。

　 導入後は、「 適格請求書発行事業者」が交付する「 適格請求書」（ イ ンボイ ス）等と 帳簿の保存が仕入税額控

除の要件と なり ま す。

●適格請求書（ イ ンボイ ス） と は

　 適格請求書と は、「 売手が、 買手に対し 正確な適用税率や消費税額等を伝える ための手段」であり 、 一定

の事項が記載さ れた請求書や納品書、 領収書、 レ シート その他こ れら に類する 書類をいいま す。

　 適格請求書を交付する こ と ができ る のは、 税務署長の登録を受けた「 適格請求書発行事業者」 に限ら れ

ます。

●適格請求書発行事業者になるには

　 適格請求書発行事業者と なるためには、 税務署長に「 適格請求書発行事業者の登録申請書」 を提出し 、

登録を受ける必要があり ま す。

イ ンボイ ス制度について詳し く 知り たい

国税庁H Pの「 イ ンボイ ス制度特設サイ ト 」 に制度の概要、 Q& Aや申請手続

に関する情報を 掲載し ています。

※・インボイス制度に関する申請書等を書面で提出さ れる場合は、「 インボイス制度特設

サイト 」から 所轄のインボイス登録センタ ーを確認し 、 送付してく ださ い。

インボイス制度についての一般的なお問い合わせ

イ ン ボイ スコ ールセン タ ー
電話番号　 0 1 2 0 -2 0 5 -5 5 3 （ 無料）

受付時間　 9 ： 0 0 ～1 7 ： 0 0 （ 土日祝除く ）

イ ンボイ ス制度

特設サイ ト
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　 ※　 国税のあら ま し は令和６ 年４ 月１ 日現在の法令等に基づいて記載さ れていま す。

■市内の税務署

■国税庁ホームページ

国税庁では、 税に関する 様々な情報をホームページで発信し ていま す。

https://www.nta.go.jp

■e-Tax （ 国税電子申告・ 納税システム）ホームページ

税務署に出向くことなく、 インターネットを利用して申告や納税などの各種手続をすることができます。

． イ ン タ ーネッ ト を利用し て所得税、 消費税、 相続税、 贈与税など の申告や法定調書の提出、 青

色申告の承認申請など の各種手続を行う こ と ができ ま す。

． 税金の納付も、 金融機関や税務署の窓口に出向くことなく、 ダイレクト 納付＊やインター

ネット バンキング、 ペイジー（ Pay-easy） 対応のＡＴＭを利用して全ての税目について行う

ことができます。

＊　 事前に税務署に届出を し ておけば、 e-Taxを利用し て電子申告など を し た後に、 簡単な操作で、

　 届出を し た預貯金口座から の振替によ り 、 即時又は期日を 指定し て国税の納付ができ る も のです。

https://www.e-tax.nta.go.jp 　 　 詳し く は、 ホームページをご覧く ださ い。

■マイ ナンバーカ ード でe-Tax がも っ と 便利に！

年末調整手続や所得税確定申告について、 マイ ナポータ ル連携によ り 、 控除証明書

等のデータ を一括取得し 、 各種申告書に自動入力する こ と ができ ま す。

詳し く は、 マイ ナポータ ル連携特設ページをご覧く ださ い。

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/mynumberinfo/mynapo.htm

■タ ッ ク スアンサー（ 国税）のご案内

タ ッ ク ス アンサーは、 国の税金に関する イ ンタ ーネッ ト 上の相談室です。

よ く ある 税の質問に対する 一般的な回答を税金の種類ごと に調べる こ と ができ ま す。

国税庁ホームページをご利用く ださ い。

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/index2 .htm
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e-Tax

名　 　 称 管　 轄　 区 所　 在　 地 電　 　 話 最　 寄　 り 　 の　 駅

川崎南税務署 川崎・ 幸
〒 210-8531

044-222-7531
Ｊ Ｒ 川崎駅
京浜急行線京急川崎駅

川崎北税務署 中原・ 高津・ 宮前
〒 213-8503

044-852-3221
Ｊ Ｒ 南武線武蔵溝ノ 口駅
東急田園都市線・ 大井町
線溝の口駅

川崎西税務署 多摩・ 麻生
〒 215-8585

　 川崎西合同庁舎内
044-965-4911

川崎区榎町３ -18

高津区久本２ -４ -３

麻生区上麻生１ -３ -14
小田急小田原線・ 多摩線
新百合ヶ 丘駅

　 税務署におかけ頂いた電話は、 自動音声によ り ご案内いたし ま すので、 電話を 切ら ずに音声に従って

く ださ い。 なお、 税に関する 一般的な相談をご希望の場合は「 １ 」 を 選択し てく ださ い。 国税局電話相

談セン タ ー（ 税務相談室） におつなぎいたし ま す。 ま た、 面接によ る 相談の予約や納付に関する 相談な

ど 、 税務署の職員にご用のある 方は、 「 ２ 」 を選択し てく ださ い。
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